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行政情報

国土交通省における ICT 施工の導入状況

宮　本　雄　一

国土交通省では，2016 年度から建設現場の生産性向上を図る i-Construction に取り組んでおり，2025
年度までに生産性を 2 割向上させることを目標としている。

本稿では，国土交通省における i-Construction の取り組み状況及び基準類の整備状況について紹介する。
キーワード：‌�i-Construction，ICT 施工，構造物工，路盤工

1．はじめに

我が国の総人口は，戦後から増加が続いていたが，
2008 年（平成 20 年）の 1 億 2,808 万人をピークに減
少に転じ，2019 年（令和元年）10 月現在では 1 億 2,617
万人となっている。

就業者数は，2001 年（平成 13 年）の 6,412 万人か
ら 2012 年（平成 24 年）には 6,280 万人まで減少した
ものの，近年は増加傾向にあり，2019 年（令和元年）

には 6,724 万人となっている。一方建設業では 1997 年
（平成 9 年）の 685 万人から 2010 年（平成 22 年）に
498 万人まで減少し，近年は横ばいで推移しているも
の，全産業平均に比べて高齢化が進んでおり，55 歳
以上の就業者の割合が 35％と高齢化が進行し，次世
代への技術承継が大きな課題となっている（図─ 1）。

こうした，働き手の減少を迎えるなか，潜在的な成
長力を高めるとともに，新たな需要を掘り起こしてい
くため，働き手の減少を上回る生産性向上を図る

特集＞＞＞　先端土木・建設技術の開発と実用化

図─ 1　建設業就業者の現状
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i-Construction の取り組みを推進している（図─ 2）。
こうした取り組みにより，建設業の 3K（キツイ，

キタナイ，キケン）のイメージを払拭し，多様な人材
を呼び込むことで担い手を確保し，建設業を新 3K（給
与が良い，休暇がとれる，希望が持てる）の魅力ある
職場に改善することを目指している。

本稿では，国土交通省における生産性向上に向けた
i-Construction の取り組みのほか，現在までに国土交
通省で整備した i-Construction 関係の基準類の整備状
況について紹介する。

2．これまでの取り組み状況

国土交通省では，調査・測量から設計，施工，検査
等のあらゆる建設生産プロセスにおいて ICT 等を活
用する i-Construction を推進し 2025 年度までに建設
現場の生産性を 2 割向上させることを目指している。

i-Construction の取り組みは「ICT の全面的な活用」

「全体最適の導入」「施工時期の標準化」の 3 つのトッ
プランナー施策から構成されている。ここでは ICT
施工の取り組みを中心に説明する。

（1）ICT施工の取り組み
直轄工事における ICT 施工は，2016 年度の土工か

ら始まり，対象工種を年々拡大している。
2019 年度においては ICT 活用工事の公告件数（土

工，舗装工，浚渫工（港湾），浚渫工（河川），地盤改
良工の 5 工種）2,397 件のうち 1,890 件で ICT 施工を
実施（実施率 79％）している（表─ 1）。

直轄工事において ICT 施工を経験した企業数は
1,450 社であり，ICT 施工が始まった 2016 年度と比べ
ると，約 3.6 倍に増加している。また ICT 施工を複数
回経験した企業数は 873 社であり，2016 年度と比べ
ると約 8 倍に増加するとともに全体の約 6 割を占めて
いる（図─ 3）。

また，直轄工事における一般土木工事の等級別 ICT
施工経験割合を分析すると，A ランク，B ランク企業
では ICT 施工の取り組みが着実に進展し，全体の 9
割以上の企業で ICT 施工を実施しているのに対し，
地域を地盤とする企業（例えば C 等級企業）におい
ては，ICT 施工を経験した企業は受注企業全体の約
半分にとどまっており，今後は中小企業への普及拡大
が課題となっている（図─ 4）。

（2） 全体最適の導入（コンクリート工の規格の標準
化等）

設計，発注，調達，加工，組み立て等の一連の生産
工程や維持管理を含めたプロセス全体の最適化が図ら
れるよう，流動性を高めたコンクリートやプレキャス
ト製品の活用，プレハブ鉄筋などの工場製作化を進め
るため，必要なガイドライン等の策定に取り組んでい図─ 2　生産性向上のイメージ

単位：件

工種
2016 年度 2017 年度 2018 度 2019 年度

公告
件数

うち ICT
実施

公告
件数

うち ICT
実施

公告
件数

うち ICT
実施

公告
件数

うち ICT
実施

土　工 1,625 584 1,952 815 1,675 960 2,246 1,799
舗装工 － － 201 79 203 80 340 233
浚渫工 － － 28 24 62 57 63 57
浚渫工（河川） － － － － 8 8 39 34
地盤改良工 － － － － － － 22 9
合計 1,625 584 2,175 912 1,947 1,104 2,397 1,890
実施率 36％ 42％ 57％ 79％

「実施件数」は，契約済工事における ICT の取組予定（協議中）を含む件数を集計。
複数工種を含む工事が存在するため，合計欄には重複を除いた工事件数を記載。

表─ 1　直轄工事における ICT 施工の実施状況
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る。これまでの取り組みの結果，プレキャスト製品は
現場打ちに比べ 2 倍～ 5 倍の効率性があることが判明
している。しかし大型プレキャスト製品は現場打ちと
比べコストが高く，導入が進まないことが課題となっ
ており，価格以外の要素を踏まえて最大価値となる工
法を選定する方策など，モジュール化に向けた検討を
開始している（図─ 5）。

（3）施工時期の平準化
公共工事においては，第 1 四半期（4 月～ 6 月）に

かけて工事量が少なく，工事稼働時期の偏りが激し
かったため，人材・資機材の効率的な配置や，休暇の
確保，収入の安定などが図られていなかった。この点
を踏まえ，国庫債務負担行為の積極的な活用や，地域
単位での発注見通しの結合・公表の拡大，地方公共団
体への取組要請を行ってきた結果，施工時期の標準化
の取り組みは浸透しつつある（図─ 6）。

一方，令和元年度の平準化率は，国が 0.83 である
ことに対し，市町村は伸びているものの 0.63 にとど
まっている（図─ 7）。

図─ 3　1企業あたりの ICT 受注回数と企業数の推移
図─ 4　一般土木工事の等級別 ICT 施工経験割合

（平成 28年度以降の直轄工事受注実績に対する割合）

図─ 5　プレキャスト製品の活用拡大に向けた取り組み
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こうした状況を踏まえ，今後は地域発注者協議会を
通じて平準化率の目標を設定し，地方公共団体にフォ
ローアップを行うなど，すべての発注者に取り組みを

促して全体の底上げを図ることとしている。

（4）3次元データ等の利活用
国土交通省では，2012 年度（平成 24 年度）から橋

梁やダム等を対象にBIM/CIMを導入し，2019年度（令
和元年度）には大規模構造物の詳細設計において原則
適用する等，適用拡大に取り組み 361 件で BIM/CIM
を活用している（図─ 8）。

こうしたなか，新型コロナウイルス感染症の感染拡
大を契機として公共工事の現場のデジタル化を進める
必要があり，2023 年度までに小規模なものを除くす
べての直轄工事において BIM/CIM 活用に転換する
等，3次元データの利活用に取り組んでいる（表─ 2）。

3．ICT施工に関する基準類の整備状況

国土交通省では ICT 施工の普及拡大に向けて，
2016 年度（平成 28 年度）の ICT 土工から始まり順
次 ICT活用のための基準類を拡充している（図─ 9）。

2020 年度（令和 2 年度）は，新たに ICT 構造物工
及び ICT 路盤工の 2 工種について基準類を策定する
予定である。

ICT 構造物工では，出来形管理を 3 次元データに
よる管理手法への転換を検討するほか，工事完成後の

図─ 6　地域平準化率（工事）　平成 30年度実績

図─ 7　平準化率の経年推移 図─ 8　BIM／ CIM活用状況

2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度

大規模構造物
（全ての詳細設計・工
事で活用）

全ての詳細設計で原則
適用（※） 全ての詳細設計・工事

で原則適用
全ての詳細設計・工事
で原則適用（R2「全ての詳細設計」

に係る工事で活用）

上記以外
（小規模を除く）

－

一部の詳細設計で適用
（※）

全ての詳細設計で原則
適用（※） 全ての詳細設計・工事

で原則適用
－

R3「一部の詳細設計」
に係る工事で適用

（※）令和 2 年度に 3 次元モデルの納品要領を制定予定。本要領に基づく詳細設計を「適用」としている。

表─ 2　原則適用拡大の進め方（案）（一般土木，鋼橋上部）
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維持管理の基礎資料とするために構造物のみならず周
辺状況を含めた 3 次元データの活用を検討していく。

ICT 路盤工では加速度計を取り付けた振動ローラ
で締固めを行い，ローラ振動輪部の加速度を測定する
ことで路盤の締固め密度を把握することを検討してい
く。これを行うことにより面管理による品質向上及び
施工時間の短縮（砂置換で行っていた計測時間の短縮）
が見込まれる。

（1）ICT施工に関する基準類改定の取り組み
基準類については，基準を策定したらそのままとい

うことはなく随時見直しを行っている。例えば ICT 土工
の積算基準については当初の積算条件区分を50,000 m3

以上と 50,000 m3 未満としていたものを，平成 30 年 4
月には 10,000 m3 未満の区分を平成 31 年 4 月にはさ
らに細分化して 5,000 m3 未満の区分を設けている。
令和 2 年度からは現場条件により標準の ICT 機械（ク
ローラ型山積 0.8 m3）が現場に搬入できない場合など
は，標準積算によらず見積りを活用するなど適正な予

図─ 9　ICT 施工に関する基準類の整備状況

図─ 10　ICT 活用工事における小規模施工の積算対応
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定価格を設定できるように見直しを行っている（図─
10）。

また ICT 施工の普及拡大には，中小企業が取り組
みやすい環境を整えるとともに，その効果を体験する
ことが重要と考え，土工数量 10,000 m3 未満の工事を
対象に ICT の部分活用であっても経費の計上や，工
事成績の加点を行う「簡易型 ICT 活用工事」を令和
2 年度より全国で実施することとした（図─ 11）。

これは，従来の ICT 活用工事では，「3 次元起工測量」
「3 次元設計データ作成」「ICT 建設機械による施工」 
「3 次元出来形管理等の施工管理」「3 次元データの納
品」のすべての段階で 3 次元データの活用を必須とし
たものを，「3 次元起工測量」と「ICT 建設機械によ
る施工」については任意としたものである。

（2）ICT施工普及拡大への取り組み
前述したように，地域を地盤とする中小企業におい

ては，ICT 施工を経験した企業は全体の約半分にと
どまっており，今後は中小企業への普及拡大が課題と
なっている。実際に中小企業に ICT 施工を行うため
の課題は何かと聞き取り調査を行ったところ，「3D
データの生成が内製化できないため外注費が高い」

「ICT 機器を活用できるデジタル専門人材の不足」な
ど費用面や人材育成に対する課題が聞こえてきた。ま
た「経営者や発注者の理解不足により ICT 施工が進
まない」といった意見もよせられている（図─ 12）。

こういった声を受け国土交通省では，ICT 施工に
関する講習会・研修等を平成 28 年の ICT 施工導入時
から毎年実施しており，令和元年度では 946 回に及ぶ
講習会・研修等を実施している。今年度もコロナ禍の
中ではあるが，各地方整備局等で講習会・研修等を実

施しており，ICT 施工の普及拡大に取り組んでいる
ところである。　

（3）民間等の要望を踏まえた基準類の見直し
ICT に関する技術は日進月歩しており，いち早く建

設現場に新技術を取り入れることが生産性の向上につ
ながってくる。こうした観点から令和元年度からは，
民間等から ICT に関する技術提案をいただき，提案に
基づきICT施工に関する基準類の整備を行っている。

令和元年度は，24 件の提案をいただき，そのうち
13 件の提案について基準類（実施要領含む）の改定
を行った。令和 2 年度も 5 月～ 6 月にかけて民間等か
ら提案を募集し，21 件の提案があった。このうち 8
件について基準等の改定を予定している。

図─ 11　簡易型 ICT 活用工事の概要

図─ 12　ICT 施工が進まない理由
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4．おわりに

新型コロナウイルス感染症や激甚化する自然災害な
ど，かつてない難題が山積している。i-Construction は
建設現場の生産性向上を目指して取り組んでいるが，
災害時においてはドローンを活用して被災状況を効率
的に把握する取組みや，被災地で無人化施工を行い作
業員の安全を確保するなど，防災・減災面でも効果が
あることが確認されている。またコロナ禍における新
しい働き方の一つとして，ICT 施工に必要なデータ
作成技術を習得していただき，在宅であっても，クラ
ウドサーバを利用してデータ共有を行い，働く場を確
保している企業もある。

現在，建設業が直面している課題は容易に解決でき
るものばかりではないが，引き続き課題解決に向けた
取り組みを進め，建設現場の生産性向上に努めてまい
りたい。

�
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